令和元年１１月２０日(水)午後２時
	連　絡　先

大阪府総合労働事務所

地域労政課　寺本・大原

▽直　通　06-6946-2605
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	【単純平均】
◇ 要求額 　　７０８，０３３円
◇ 回答額 　　６６１，７２８円
◇ 妥結額　　 ６７８，０９８円



■ 大阪府総合労働事務所が、１１月１３日にまとめた府内の年末一時金要求・回答・妥結状況は
以下のとおりです。【単純平均（１組合あたり平均）】
◇ 要求・回答・妥結額の水準
	区　　　分
	令和元年
（第２報・１１月１３日集計）
	平成３０年
（第２報・１１月１５日集計）

	要　　　求
	（３５７組合）

７０８，０３３円
	（３８４組合）

７４１，２４０円

	回　　　答
	（３１６組合）

６６１，７２８円
	（３６６組合）

６７５，３０４円

	
	うち、妥結
	（２７６組合）

 　　６７８，０９８　円
	（３１３組合）

６７５，３０７円


◇ 企業(従業員)規模別回答・妥結状況

	企業規模

（従業員数）
	集計

組合数
	回答額（円）
	

	
	
	
	うち、妥結

	
	
	
	集計組合数
	妥結額（円）

	２９９人
以下の

内訳
	２９人以下
	１０
	５９３，５０５
	７
	５８３，９８４

	
	３０～９９人
	４９
	５１８，４６８
	４１
	５１０，０６９

	
	１００～２９９人
	８３
	６２１，０１４
	６６
	６６０，５８７

	２９９人以下
	１４２
	５８３，６９１
	１１４
	６０１，７４９

	３００～９９９人
	８０
	６６１，７７３
	７４
	６６５，６３４

	１，０００人以上
	９４
	７７９，５７７
	８８
	７８７，４８６


◇　産業別要求・回答・妥結状況【単純平均】
[image: image1.emf]要求組合 要求額 回答組合 回答額 妥結組合 妥結額

(組合） (円） （組合） （円） （組合） （円）

357 708,033 316 661,728 276 678,098

244 719,978 223 681,229 196 690,910

18 803,017 17 x 16 746,307

10 624,629 4 501,072 4 501,072

3 596,667 4 547,825 4 547,825

5 664,814 3 397,655 1 x

15 849,375 34 793,175 25 837,819

2 x 2 x

3 585,736 2 x 2 x

1 x

2 x 1 x 1 x

29 712,377 35 x 33 642,175

11 607,576 8 564,072 5 586,827

43 640,075 31 x 29 580,827

72 773,366 51 716,890 44 738,216

3 647,033 1 x 1 x

9 614,022 11 698,140 11 698,140

16 727,509 15 685,807 15 685,807

4 803,990 4 x 3 840,884

113 682,241 93 614,967 80 646,711

8 722,129 6 783,180 6 783,180

1 x 13 x 11 885,368

うち、通信・放送

うち、情報サービス

4 920,218 4 920,218

うち、情報制作（出版等）

1 x 9 x 7 865,453

48 674,036 25 455,511 16 488,298

うち、私鉄・バス等

1 x 1 x 1 x

うち、道路貨物輸送

43 674,390 21 409,147 12 418,091

うち、郵便業

うち、その他

4 x 3 x 3 x

34 633,154 30 585,387 30 585,387

1 x 2 x 2 x

うち、金融・保険業

うち、不動産業 1 x 2 x 2 x

うち、物品賃貸業

1 x 1 x 1 x

1 x 1 x 1 x

7 764,623 3 536,062 1 x

うち、教育・学習支援業

3 942,284 1 x 1 x

うち、医療・福祉

4 631,378 2 x

12 737,720 12 678,320 12 678,320

うち、複合サービス事業 3 690,083 4 699,231 4 699,231

うち、自動車整備・機械修理 2 x 2 x 2 x

うち、賃貸・広告業 1 x

うち、その他

6 781,076 6 x 6 x

 また、秘匿した数字が差引計算により判明する場合は、さらに他の箇所を「x」で表示しています。

全産業計

複合サービス業、サービス業



※ 集計組合が１又は２の場合は、当該の個別情報を秘匿するために「x」で表示しています。



学術研究、専門・技術サービス業

飲食店、宿泊業

生活関連サービス業、娯楽業

医療、福祉、教育、学習支援業

情報通信業

運輸業 ・郵便業

卸売・小売業

金融・保険、不動産、物品賃貸業



電気・ガス・熱供給・水道業

金属製品

機械器具

電子部品・デバイス

電気機械器具

情報通信機械器具

輸送用機械器具

その他の製造

非製造業計

農林水産業

鉱業・採石・砂利

建設業

製造業計

要求状況 回答状況 妥結状況

非鉄金属

食料品・たばこ

繊維、衣服

木材、家具・装備品

パルプ・紙・紙加工品

印刷・同関連

化学

石油・石炭製品

プラスチック製品

ゴム、皮革製品

窯業・土石製品

鉄鋼


【参考】

◇　支給月額が算出可能（平均賃金が明らか）な２５９組合における妥結状況
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単純平均）
	区分
	平均賃金
	妥結額
	支給月数

	妥結
	２８４，３２６円
	６８５，６３８円
	２．４１か月


◇　妥結額が明らかな同一組合における対前年比較
（単純平均・集計対象組合数：２４１組合）
	区分
	令和元年
	平成３０年
	対前年比金額（率）

	妥結
	６８４，８３１円
	６８２，７４８円
	+２，０８３円（+０．３％）


※本結果は、第２報時点で妥結済みの２７６組合のうち、前年の妥結額も明らかな同一の２４１組合で
比較したものです。なお、本結果の詳細については、詳細分析報告にて発表します。
　　【今後のホームページでの公表予定】
　　　　最終報：１２月１８日（水曜日）

　　　　詳細分析報告：１２月２５日（水曜日）

◆総合労働事務所　ホームページ
・調査資料一覧
　 　　http://www.pref.osaka.lg.jp/sogorodo/chousa/list3505.html
　　　※右のＱＲコードからもご覧いただけます。

令和元年


年末一時金要求・妥結状況　第２報
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